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Ⅰ 調査の概要  
１．調査の目的１．調査の目的１．調査の目的１．調査の目的    

    

 少子高齢化や核家族化の進展に伴い地域との関わりが希薄化しており、地域の福祉

課題はますます複雑化・多様化しています。このような中、地域における民生委員・

児童委員の役割が一層高まっているところです。今後、奈良県において民生委員・児

童委員活動をより円滑に進めるため、その方策を検討する基礎資料の収集を目的とし

て本調査を実施しました。 

 

２．調査項目２．調査項目２．調査項目２．調査項目    

    

    ・一人の委員で受け持つ担当世帯数、担当区域の広さ 

 ・活動の範囲又は、量の妥当性 

 ・民生委員・児童委員活動に対する地域住民の認知度 

 ・相談支援活動の困難 

 ・他機関との連携 

 ・民生委員・児童委員のなり手不足 

 ・就任時の説明に関して 

 ・個人情報について  等  
３．調査の対象、調査方法等３．調査の対象、調査方法等３．調査の対象、調査方法等３．調査の対象、調査方法等    

    

    内容内容内容内容    

調査対象調査対象調査対象調査対象    奈良県内の全民生委員・児童委員（平成 23 年７月５日現在） 

調査対象者調査対象者調査対象者調査対象者    2,992 名 

標本抽出方法標本抽出方法標本抽出方法標本抽出方法    悉皆調査 

調査方法調査方法調査方法調査方法    郵送配布・郵送回収 

調査期間調査期間調査期間調査期間    平成 23 年７月 11 日～平成 23 年７月 25 日 

回答者数回答者数回答者数回答者数    2,568 件（有効回収率 85.8％） 

 

 

 

 

 

 

 グラフ・表の見方、集計方法の説明  ●回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下第２位で四捨五入したものです。 ●設問は単数回答（複数の選択肢から１つの選択肢を選ぶ方式）、複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）があります。 ●本報告書の中では「民生委員・児童委員」を「民生委員」と表現しています。 
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0 500 1000

無回答70歳以上65～69歳60～64歳55～59歳50～54歳45～49歳40～44歳40歳未満

（名）（名）（名）（名）

0 500 1000 1500 2000

無回答その他副部会長（副委員長）部会長（委員長）副会長会長

（名）（名）（名）（名）その他として担当委員、専門部会長・委員等

Ⅱ 回答者の属性 

［※ １ ～ ５ の回答者数は、2,568 件］ 

１．性別１．性別１．性別１．性別                                                                    ２．年齢２．年齢２．年齢２．年齢    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     
３．委員としての担当事項３．委員としての担当事項３．委員としての担当事項３．委員としての担当事項                                    ４．単位民児協での役職４．単位民児協での役職４．単位民児協での役職４．単位民児協での役職                           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．経験年数５．経験年数５．経験年数５．経験年数    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男
42.6%女

55.6%

無回答
1.8%

地区担当の民生委員
89%

主任児童委員
10%

無回答
1%

１年未満
36.3%

１年以上３年未満 2.5%

３年以上６年未満 27.4%

６年以上９年未満 13.9%

９年以上１２年未満 9.3%

１２年以上１５年未満 4.0%

１５年以上１８年未満 2.7%

１８年以上
2.6%

無回答
1.2%
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６．圏域別回答者数（参考）６．圏域別回答者数（参考）６．圏域別回答者数（参考）６．圏域別回答者数（参考）    圏域 回答者数（名） 圏域詳細 奈良圏域 641 奈良市 西和圏域 530 

生駒市、大和郡山市、平群町、三郷町、斑鳩町 

安堵町、上牧町、王寺町、河合町 中和圏域 612 

大和高田市、香芝市、広陵町、葛城市、橿原市 

高取町、明日香村、御所市 東和圏域 447 

天理市、桜井市、宇陀市、曽爾村、御杖村 

山添村、川西町、三宅町、田原本町 南和圏域 303 

五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村 

天川村、野迫川村、十津川村、下北山村 

上北山村、川上村、東吉野村 無回答 35  計 2,568  

 

 

 

Ⅲ 担当世帯数、担当区域の広さ  
１．一人の委員で受け持つ担当世帯数と負担感１．一人の委員で受け持つ担当世帯数と負担感１．一人の委員で受け持つ担当世帯数と負担感１．一人の委員で受け持つ担当世帯数と負担感    

一人で受け持つ担当世帯数と負担感の関係を見てみると 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当世帯数が増えるにつれて、負担感を感じる人が増えてくる傾向にある。 

但し、担当する地区の広さについて負担感は、感じておられない。 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答100世帯未満100～200世帯未満200～300世帯未満300～400世帯未満400～500世帯未満500世帯以上

とても負担に感じる やや負担に感じる それほど負担に感じない ほとんど負担に感じない回答数：2,568
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Ⅳ 相談支援活動について  
１．相談支援活動で時間のかかっている項目１．相談支援活動で時間のかかっている項目１．相談支援活動で時間のかかっている項目１．相談支援活動で時間のかかっている項目    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談支援活動の内容で一ヶ月間に多く時間のかかっている項目として、「日常的な支援に関

すること」、「在宅福祉に関すること」、「生活費に関すること」が上位に上がっている。特

に日常的な支援は、買い物の代行や通院の付き添い、ゴミ出し等実際に行動することに時

間を要していると思われる。また、相談支援活動には負担感を感じておられないと回答さ

れているが、時間のかかっている項目について負担感を感じておられる割合が大きい。 

 

 

２．相談支援活動の困難さ２．相談支援活動の困難さ２．相談支援活動の困難さ２．相談支援活動の困難さ    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

「担当世帯の状況が把握できない」（全回答数の 27.9％）、「本人や家庭のことを話しても

らえない」（同 19.5％）、「訪問しても会ってもらえない」（同 13.4％）となっており、全

回答数の約 60％が支援を必要としている人の情報がつかめないことを活動するうえで難

しい要因としている。

回答数：2,568
0 100 200 300 400 500 600

無回答年金・保険に関すること仕事に関すること住居に関すること家族関係に関すること生活環境に関することその他子育て・母子保健に関すること介護保険に関すること子どもの教育・学校生活に関すること子どもの地域生活に関すること健康・保健医療に関すること生活費に関すること在宅福祉に関すること日常的な支援に関すること

（件）その他の回答として証明事務、生活福祉資金の督促、安否確認、話し相手等

0 500 1000 1500

無回答その他単位民児協内の対応について相談や情報共有ができる仕組みがない相談支援で連携が必要な関連機関との連携がとりにくい訪問しても会ってもらえない本人や家庭のことを話してもらえない担当世帯の状況が把握できない
回答数：4,636その他の回答として訪問しても返事がない、情報が入りにくい、地域住民の認知度 等 （件）
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Ⅴ 地域への認知度  
１．民生委員・児童委員活動の認識を高めるためにどのようなことが有効か１．民生委員・児童委員活動の認識を高めるためにどのようなことが有効か１．民生委員・児童委員活動の認識を高めるためにどのようなことが有効か１．民生委員・児童委員活動の認識を高めるためにどのようなことが有効か        
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「市町村の広報や社協だよりへの活動紹介や活動報告の掲載」、「地域行事（夏祭りや福祉

祭り）への参加」、「福祉施設行事（バザーや夏祭り、地域住民との交流会など）への参加」

「学校への訪問や行事への参加」、「個別訪問や情報提供の際のパンフレット等（全民児連

や民児協が作成・配布したもの）の配布・説明」が上位を占めており、民生委員活動の広

報・ＰＲの充実が地域での民生委員活動の認識を高めるうえで有効と考える。 

 

 

 

Ⅵ 関係機関との連携  
１．各関係機関との連携１．各関係機関との連携１．各関係機関との連携１．各関係機関との連携    

公的な福祉の窓口である「社会福祉協議会」、「市町村福祉担当窓口」とは 90％近い方が

連携しているが、連携していない理由として、担当窓口の職務内容がわからないと回答さ

れている。 

「病院・医院」、「保健所」、「子ども家庭相談センター」などは連携していない割合が多い

が、活動する事例によって必要な場合に連携していると考えられる。 

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

無回答その他NPO、企業等の地域関係団体への訪問単位民児協のホームページを作成して活動をＰＲショッピングモールや駅前での啓発ティッシュやチラシ等の配布単位民児協の広報紙、機関紙の発行、配布個別訪問や情報提供の際のパンフレット等（全民児連や民児協が作成・配布したもの）の配布、説明学校への訪問や行事への参加福祉施設行事（バザーや夏祭り、地域住民との交流会など）への参加地域行事（夏祭りや福祉祭り）への参加市町村の広報や社協だよりへの活動紹介や活動報告の掲載

回答数：6,730その他の意見として地域に対する地道な活動議論ができる場作り、事例紹介・検討会、情報収集 等 （件）
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回答数：6,997
0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600

無回答その他定年後も仕事をしている人が多い地域で兼任しなければならない役職が多い選任要件に見合う人選が困難地域の連帯の希薄化など、居住形態が変化民生委員の仕事が十分に理解されていない仕事が大変・忙しいというイメージがある民生委員に限らず、地域団体の役員（自治会長等）のなり手がいない

（件）その他の回答として引き継ぎの指導、委員の役割や権限の明確化、相談・支援の流れ図の作成等

回答数:6,407 0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800

不明・無回答活動を通じて表彰などの公からの評価が得られたその他活動が自分の生活の「はり」につながっている住民の相談に来た人から感謝やねぎらいの言葉をかけてもらった地域の福祉活動推進に貢献できた活動を通じて自分自身が成長できた活動を通じて仲間ができた

（件）その他の意見として社会の役に立っていると感じた時、人間関係に幅ができた 等

Ⅶ なり手不足の理由 

 

１．なり手不足の考えられる理由１．なり手不足の考えられる理由１．なり手不足の考えられる理由１．なり手不足の考えられる理由    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民生委員に限らず地域活動の担い手がいないという課題もあるが、民生委員・児童委員の

仕事に対する地域住民の理解が不十分と考える等の回答も多い。 

 

Ⅷ 委員活動のやりがい 

 

１．委員活動のやりがい項目１．委員活動のやりがい項目１．委員活動のやりがい項目１．委員活動のやりがい項目    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新しく仲間ができた、自分の成長、社会貢献等をやりがいと感じておられる。また、住民

から感謝されることがやりがいと感じる方も多い。
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２．経験年数ごとに委員活動のやりがい２．経験年数ごとに委員活動のやりがい２．経験年数ごとに委員活動のやりがい２．経験年数ごとに委員活動のやりがい    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

やりがいを感じる項目は、全ての経験年数の方が同じであるが、「活動を通じて仲間ができ

た」は経験 18 年以上の人は少ない回答になっており、「活動が自分の生活の「はり」につ

ながっている」は逆に多い回答となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

活動を通じて仲間ができた
活動を通じて自分自身が成長で

きた
地域の福祉活動推進に貢献できた

住民の相談に来た人から感謝や
ねぎらいの言葉をかけてもらった

活動が自分の生活の「はり」につ
ながっている

活動を通じて表彰などの公から
の評価が得られた

その他 不明・無回答
１年未満１年以上３年未満３年以上６年未満６年以上９年未満９年以上12年未満
12年以上15年未満
15年以上18年未満
18年以上経験１８年

経験15年以上
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Ⅸ 地域に根付く委員活動  
１．地域に根付く委員活動に必要な人材育成の内容１．地域に根付く委員活動に必要な人材育成の内容１．地域に根付く委員活動に必要な人材育成の内容１．地域に根付く委員活動に必要な人材育成の内容    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

回答の多くが「民生委員としての心構えや職務の内容などについての研修」、「社会福祉分

野で活動する上で必要な知識や情報についての研修」、「民生委員としての活動事例をもと

にした研修」を必要と考えておられる。 

研修内容の具体例として、（自由記述の回答より） 

・事例検討を中心とした研修 

・具体的な相談援助技法の研修 

・各種福祉関係法律に関する研修 

・個人情報についての研修 

研修の方法についても、「地域ブロックでの研修」が望まれている。 

また「新任委員への引き継ぎの徹底」が大切であると思われている。 

 

 

 

0 500 1000 1500 2000

無回答その他新任民生委員と先輩委員が一対一で活動する期間の設定民生委員としての活動事例集等の作成・配布先輩委員や会長が新任民生委員の悩みや相談を聞く機会の提供新任民生委員同士が活動上の悩みを出し合い、共有する機会の設定前任者から新任委員への引き継ぎの徹底民生委員としての活動事例をもとにした研修社会福祉分野で活動する上で必要な知識や情報についての研修民生委員としての心構えや職務の内容などについての研修

（件）
回答数:7,851その他の回答として問題解決事例を話し合う、経験年数別の研修、専門知識の習得 等
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0 200 400 600 800 1000

その他相談者から「知り得た情報を口外しているのでは」と思われていないか不安個別ケースについて行政や関係機関に対して報告したがその結果がかえってこない個人情報保護法そのものがよく分からない地域住民や関係機関・団体から情報開示や情報提供を求められたときの民生委員としての対応のルールが明確でない行政や関係機関・施設から、必要な情報が得られない

（件）その他の意見として集合住宅の情報が入りにくい、個人情報を個人が集めるのは大変、法律の履き違えた適用が地域内のつながりを遮断している 等回答数：3,212

Ⅹ 個人情報等について  
１．個人情報について悩んでいる、苦労している項目１．個人情報について悩んでいる、苦労している項目１．個人情報について悩んでいる、苦労している項目１．個人情報について悩んでいる、苦労している項目    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答数の半数近くが、「行政や関係機関・施設から、必要な情報が得られない」、「地域住民

や関係機関・団体から情報開示や情報提供を求められたときの民生委員としての対応のル

ールが明確でない」と回答されている。 

「個人情報保護法そのものがよくわからない」と回答された方が、約 12％となっている

ことについては何らかの方法で制度の理解を深めていただく必要があると思われる。  
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回答数：6,391
0 500 1000 1500 2000

無回答その他民児協の事務所を設け、活動の拠点とすること活動基金の創設など、民生委員活動・事業のための財源確保を行うこと民児協内での研修や住民向け事業の実施など、組織活動を一層充実させること委員同士の協力体制を強化すること活動上の悩みや苦労を相談したり、共有したりできる場をつくること委員一人ひとりの活動上の負担感を軽減する取り組みを進めること民生委員活動の業務の内容や範囲を明確にすること

（件）その他の意見として地域団体との関わりを充実させて協力体制の強化、地域の問題を整理して活動目標の明確化 等

ⅩⅠ 今後の活動における条件整備  
１．どのような条件整備が必要か１．どのような条件整備が必要か１．どのような条件整備が必要か１．どのような条件整備が必要か    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答数の約１／４が「民生委員活動の業務の内容や範囲を明確にすること」をあげておら

れる。 

 

 

２．どのような条件整備が必要か（役職・経験別）２．どのような条件整備が必要か（役職・経験別）２．どのような条件整備が必要か（役職・経験別）２．どのような条件整備が必要か（役職・経験別）    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

役職・経験等関係無く今後の条件整備の考え方に大きな違いは見られない。

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

民生委員活動の業務の内容や範
囲を明確にすること

委員一人ひとりの活動上の負担
感を軽減する取り組みを進める

こと
活動上の悩みや苦労を相談した

り、共有したりできる場をつく
ること

委員同士の協力体制を強化する
こと

民児協内での研修や住民向け事
業の実施など、組織活動を一層

充実させること
活動基金の創設など、民生委員

活動・事業のための財源確保を
行うこと

民児協の事務所を設け、活動の
拠点とすること

その他
単位民児協会長新任委員中堅委員主任児童委員
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ⅩⅡ 今後必要な活動 

 

１．今後必要な活動１．今後必要な活動１．今後必要な活動１．今後必要な活動    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別支援活動、災害時要援護者支援活動、関係機関との協働を今後の活動で必要と考えて

おられる。 

 

 

回答数：6,327
0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600

無回答その他権利擁護事業（成年後見制度、地域福祉権利擁護事業）の利用促進 民生委員のＰＲボランティアグループや、ＮＰＯ団体との連携子育て・子育ち環境の整備（赤ちゃん訪問、子育てサロン等）在宅支援を支えるネットワークづくり相談機関、関係機関・団体、学校等との協働災害時の要援護者支援活動高齢者や障害者、児童などに関する個別支援活動

（件）その他の意見として情報の共有化、委員の業務の明確化 等
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２．今後必要な活動（役職・経験別）２．今後必要な活動（役職・経験別）２．今後必要な活動（役職・経験別）２．今後必要な活動（役職・経験別）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主任児童委員の方は、子どもに関することや相談機関・関係機関等の協働が必要と考えて

おられる割合が高い。 

 

 

 

         

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

高齢者や障害者、児童などに関する個別支援活動

災害時の要援護者支援活動
相談機関、関係機関・団体、学校等との協働

在宅支援を支えるネットワークづくり
子育て・子育ち環境の整備

（赤ちゃん訪問、子育てサロン等）
ボランティアグループや、ＮＰＯ団体との連携

民生委員のＰＲ 権利擁護事業（成年後見制度、
地域福祉権利擁護事業）の利用促進

その他

単位民児協会長新任委員中堅委員主任児童委員
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主 任 児 童 委 員 の 方 に お 伺 い し た 内主 任 児 童 委 員 の 方 に お 伺 い し た 内主 任 児 童 委 員 の 方 に お 伺 い し た 内主 任 児 童 委 員 の 方 に お 伺 い し た 内 容容容容    

ⅩⅢ 主任児童委員が取り組まれている活動 

 

回答数：696 0 50 100 150 200

無回答その他不登校児童、引きこもりの子どものための居場所づくり世代間交流活動（高齢者との交流）放課後、土日の子どもたちの居場所づくり子育て中親子への相談活動赤ちゃんおめでとう訪問活動（こんにちは赤ちゃん訪問活動） 子育てサロン活動
相談機関、関係機関・団体、学校等とのネットワークづくり地域でのパトロール活動（登下校時、夏休み期間中などの地域パトロール）

（件）
 

地域パトロール、関係機関・学校とのネットワーク作り等に多く取り組まれている。 

その他の活動例として 

ＰＴＡとの交流会、オレンジリボン活動、障がい児の子育てサロン活動、未就学児の幼児

教育、情操教育や健全育成に役立つと思われる事業の提供、地域の子どものいる家庭の絵

地図作りと訪問 等を自由意見欄で記載されていた。 
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回答数：719 0 50 100 150 200

無回答その他児童福祉に関わるサービスや施策の充実をめざした行政への意見具申主任児童委員のＰＲ虐待、不登校などの課題を抱える家庭への個別支援活動地域全体で子育て家庭を支援するための啓発活動区域を担当する児童委員とのコミュニケーションの強化サロン、子どもの居場所づくりなど、地域の子どもと子育て家庭を支援する活動行政・こども家庭相談センター（児童相談所）・学校などとの連携・協働活動

（件）

ⅩⅣ 主任児童委員が今後必要な活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係機関との連携・協働、地域の子どもと子育て家庭を支援する活動を今後の活動で必要

と考えておられる方が多い。 

その他の意見としては 

子育て支援活動への財政的支援、いじめ・非行・不登校などの早期情報提供、子ども達と

の交流 等が自由意見欄で記載されていた。 

 

 

 


